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１. 20年3月期の連結業績　(平成19年4月1日～平成20年3月31日)

 (１) 連結経営成績

 14,520  (   4.8)     137  (  －  )     116  (  －  )      44  (  37.9)
 13,855  ( △6.5)   △659  (  －  )   △667  (  －  )      32  (△31.8)

 5   04     0.7     0.9
 3   65   △3.6   △4.8

 (参考)持分法投資損益 20年3月期      19百万円      19年3月期       15百万円

 (２) 連結財政状態

      17,605        5,056 28.7 569 39
      18,168        5,861 32.3 659 33

 (参考) 自己資本        20年3月期   5,056百万円      19年3月期   5,861百万円       

 (３) 連結キャッシュ･フローの状況

        △70         △31          △55        2,302
       △459          996          △76        2,460

２. 配当の状況

     純資産

     配当率

     (連結)
  円   銭   円   銭   円   銭   円   銭   円   銭     百万円          ％       ％

－ － － 3 00 3 00 26    0.4
－ － － 3 00 3 00 26   59.5    0.5

－ － － 3 00 3 00 　44.4

３. 21年3月期の連結業績予想　(平成20年4月1日～平成21年3月31日)

(％表示は､通期は対前期､第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

   売上高  営業利益    経常利益 当期純利益

  百万円   ％ 百万円   ％   百万円   ％ 百万円   ％        円    銭

 6,500( 24.4) △300(  － ) △310(  － ) △210(  － )  △23    65
15,500(  6.7) 150(  8.9)   120(  3.2)    60( 34.0)   6    76

  82.2

21年3月期
(予想)

             百万円  

第2四半期連結累計期間

通  期

期末 年間

20年3月期

(基準日)
四半期末

19年3月期

             百万円  

20年3月期

19年3月期

１株当たり配当金
配当金総額   配当性向

第１
中間期末

第３

四半期末

            百万円  

20年3月期

19年3月期

20年3月期

19年3月期

      円     銭

20年3月期

0.8
0.5

             百万円  

当期純利益

19年3月期

売上高 営業利益 経常利益

             百万円               百万円                   ％         円       銭

      百万円     ％       百万円     ％

      円     銭              ％              ％

(％表示は対前期増減率)

(百万円未満切捨て)

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

             ％

      百万円     ％       百万円     ％
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４. その他

 (１) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)             無

 (２) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則･手続､表示方法の変更(連結財務諸表作成のための基本と

      なる重要な事項の変更に記載されるもの)

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

〔(注)詳細は､12ページ｢連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項｣をご覧ください｡〕

 (３) 発行済株式数 (普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 20年3月期  8,970,000株 19年3月期  8,970,000株

② 期末自己株式数 20年3月期     89,505株 19年3月期     79,371株

(注)1株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については､20ページ｢1株当たり情報｣を

        ご覧ください｡

 (参考) 個別業績の概要

１. 20年3月期の個別業績　(平成19年4月1日～平成20年3月31日)

 (１) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
      百万円     ％       百万円     ％       百万円     ％       百万円     ％

20年3月期  12,098  (   3.6)      95  (  －  )      77  (  －  )    △20  (  －  )
19年3月期  11,674  ( △8.2)   △687  (  －  )   △671  (  －  )      58  ( 165.1)

      円     銭       円     銭

20年3月期 △2   27
19年3月期   6   54

 (２) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当り純資産
             百万円               百万円                   ％         円       銭

20年3月期       16,363        4,796 29.3 540 17
19年3月期       16,982        5,658 33.3 636 45
 (参考) 自己資本        20年3月期   4,796百万円      19年3月期   5,658百万円       

２. 21年3月期の個別業績予想　(平成20年4月1日～平成21年3月31日)

    (％表示は､通期は対前期､第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

   売上高  営業利益    経常利益 当期純利益

  百万円   ％ 百万円   ％   百万円   ％ 百万円   ％        円    銭
第2四半期累計期間  5,200( 33.3) △320(  － ) △330(  － ) △220( － )   △24    77

通  期 13,000(  7.5)  120( 26.2)   100( 28.5)    50( － )   5    63

※ 業績予想は現時点で入手可能な情報に基づいておりますが､実際の数値は今後様々な要因により予想

数値が異なる可能性があります｡なお､業績予想の前提となる仮定及び業績予想に関する注意事項等

3ページ｢１.経営成績(１)経営成績に関する分析｣をご参考ください｡

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
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1. 経 営 成 績 

(1)経営成績に関する分析 
 当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は製造業を中心に堅調な企業業績や設備投資の増加 

などから、景気は緩やかな回復基調を辿っていました。しかし、後半では米国のサブプライムロー 

ン問題に伴う金融市場の世界的混乱を背景にした株価の急落、原油を始めとする原材料価格の高騰 

等が続き、景気後退が懸念され、先行きに不透明感が強まる中で推移いたしました。 

   このような情勢の中で当社グループは、中期経営計画「チャレンジ 1(ワン)・2(ツー)・5(ファイ 

ブ) 」の 2年目の年として、「適正な利益を安定的にあげ続ける体質の構築」の基本方針のもと、 

「当社が 120 年余りの歴史の中で培ってきた技術と革新的な技術導入による新商品開発」と「事業 

の選択と戦力の集中による利益の確保」の実現を目指し、業務用エコキュートのマーケット投入、 

鋳造品増産対応のための古賀工場増設等を実地し、売上の拡大に努めてまいりました。 

その結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は 145 億 2 千万円（前連結会計年度比 4.8％ 

増）、受注高につきましては 167 億 3 千 4 百万円（前連結会計年度比 35.0％増）となりました。 

損益面では、サーモデバイス事業製品並びに鋳造製品の大幅な原価改善並びに人件費を含めた固 

定費削減により、経常利益は 1億 1 千 6 百万円（前連結会計年度は経常損失 6億 6 千 7 百万円）と 

なりました。 

また、特別利益に投資有価証券売却益等 1億 4 千 9 百万円、特別損失に製品補修対策損失を 8千 

3 百万円を計上しました結果、当期純利益は 4千 4 百万円（前連結会計年度比 37.9％増）となりま 

した。 

  

(セグメントの概況) 

・空調関連事業につきましては、新製品の開発と販売体制の整備を専任で行なうソリューション部 

を創設し、新製品の「業務用エコキュート」の受注・売上獲得に努めるとともに、熱源機器製品の 

充実と拡大、空調機器製品の採算性を重視した受注政策に取り組んでまいりました。 

  その結果、当事業の売上高は、81 億 6 千 6 百万円（前連結会計年度比 0.4％増）、受注高は 82 億

7 千 7 百万円（前連結会計年度比 2.0％増）となりました。 

 

・サーモデバイス事業 

サーモデバイス事業につきましては、受注残ゼロからのスタートでしたが、台湾を始めとするパ 

ネルメーカーの業績回復により、受注は大きく伸びました。 

 その結果、当事業の売上高は、22 億 4 千 3 百万円（前連結会計年度比 1.5％減）、受注高は 48 億

4 千 3 百万円（前連結会計年度比 901.9％増）となりました。 

 

・その他の事業 

その他の事業につきましては、鋳造製品は継続受注先からの受注量増加により大きく伸びました。 

橋梁用高欄防護柵、空調・給排水衛生設備を扱う請負工事についても堅調に推移しました。 

 その結果、当事業の売上高は、41 億 1 千万円（前連結会計年度比 19.3％増）、受注高は 36 億 1

千 3 百万円（前連結会計年度比 4.9％減）となりました。 

 

(次期の見通し) 

これからも「信頼され選択される企業集団」となりうるよう、全力をつくし業績向上へ邁進して

いく所存であります。 

なお平成 20 年度通期の連結予想値につきましては､売上高 155 億円､経常利益 1億 2 千万円、当期 

純利益 6千万円を見込んでおります。 
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(2)財政状況に関する分析 
①資産、負債、純資産の状況 
当連結会計年度末における資産総額は、176 億 5 百万円となり、前連結会計年度末より 5億 6 千 2

百万円減少致しました。主な要因は、株価下落による投資有価証券の減少が 14 億 1 千 3 百万円、反
面その影響等により繰延税金資産の増加が 4 億 6 千 3 百万円、加えて、たな卸資産が 3 億 1 千 5 百
万円増加しているためであります。 
負債総額は、125億 4千 8百万円となり、前連結会計年度末より2億 4千 2百万円増加致しました。

主な要因は、生産増による購入等の増加による影響で支払手形及び買掛金等が 7 億 5 千 4 百万円増
加しましたが、製品補修対策引当金 1 億 1 千万円及びその他に含まれている預り金等 3 億 7 千 6 百
万円の取崩により減少しているためであります。 
純資産は、50 億 5 千 6 百万円となり、前連結会計年度末より 8 億 5 百万円減少致しました。主な

要因は、株価下落による影響でその他有価証券評価差額金が 8 億 1 千 3 百万円減少しているためで
あります。 
 
②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下｢資金｣という)は、23 億 2 百万円となり、前

連結会計年度末より 1億 5 千 7 百万円減少致しました。 
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
営業活動により減少した資金は、7 千万円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益 1

億 8 千 2 百万円、減価償却費 2億 5 千 3 百万円、仕入債務の増加額 7億 5 千 4 百万円による増加と、
売上債権の増加額 1 億 1 千 2 百万円、たな卸資産の増加額 3 億 1 千 5 百万円、製品補修対策引当金
の減少額 1億 1 千万円、その他資産・負債の増減額 3億 4 千 4 百万円による減少であります。 
 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
投資活動により減少した資金は、3千 1 百万円となりました。これは主に投資有価証券の売却によ

る収入 2 億 1 千 8 百万円による増加と、有形・無形固定資産の取得による支出 2 億 3 千 9 百万円に
よる減少であります。 
 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
財務活動により減少した資金は、5千 5 百万円となりました。これは主に長期借入れによる収入 8

億円による増加と、長期借入金の返済による支出 8 億 2 千 2 百万円、配当金の支払額 2 千 6 百万円
による減少であります。 
 

キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 
  

平成 16年 3月期

 

 

平成 17年 3月期

 

 

平成 18年 3月期

 

 

平成 19年 3月期 

 

 

平成 20年 3月期

 

自 己 資 本 比 率 28.6％ 29.6％ 31.3％ 32.3％ 28.7％ 

時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 10.6％ 13.0％ 17.9％ 16.6％ 11.1％ 

債 務 償 還 年 数 39.2 年 18.8 年 13.5 年 － － 

インタレスト･カバレッジ･レシオ 1.5 3.0 4.1 － － 

      

(注) 自己資本比率＝自己資本／総資産 

         時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 
         債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ･フロー 
         インタレスト･カバレッジ･レシオ＝営業キャッシュ･フロー／利払い 
      

※ 各指標は､いずれも連結ベースの財務数値により算出しております｡ 
      ※ 株式時価総額は､期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております｡ 
      ※ 営業キャッシュ･フローは､連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを 
         使用し､有利子負債は借入金を対象としております｡また､利払いについては､借入金利息を使用し 

ております｡ 
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(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主各位に対し、安定的な配当継続を最重要課題と位置づけており、加えて企業業績を勘

案し、配当を行うことを基本としております。また、今後予想される競争激化に耐えうるための経営

効率化、新規事業進出に備えるための内部留保の充実を勘案して決定する方針をもっております。 

なお、当期及び次期の利益配当金につきましては、上記基本方針に基づき、期末にそれぞれ 1 株当

たり 3.0 円を行うことを予定しております。 
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2. 経 営 方 針 

(1)経営の基本方針 
当社グループは、環境を考えるということが現代の企業の責務であると認識し、「地球環境にや 

さしい、そして、よりよい生活環境の創造」を経営理念としております。その理念のもと長年、受 
け継ぎ育んできた「誠実」という伝統を守りながら、顧客の皆様や社会のために役立つ企業であり 

  つづけることを経営基本方針としております。 
 

(2)目標とする経営指標 
当社グループは、創業 125 周年をむかえる平成 20 年度を最終年度とする、中期経営計画「チャレ 
ンジ 1(ワン)・2(ツー)・5(ファイブ) 」策定しております。 
具体的には「管理本部、財務本部」、「素形材・加工事業本部」、「機器・装置事業本部」を設 
け各々の本部がＲＯＡ（総資産利益率）：1％（ワン）・2％（ツー）・5％（ファイブ）を目標にし 
て、最終年度には 4億円＋αの営業利益達成を目指しております。 
 

(3) 中期的な経営戦略と対処すべき課題 
今後の見通しにつきましては、民間設備投資が米国の景気後退と円高を受け下降局面にある上に、 

行政改革で縮小した公共投資が混迷する政局を受け更なる縮小を迫られていることもあり、当社が 
多くを依存する建設市場はますます厳しさを増し、当社グループの経営環境は受注・価格競争の一 
層の激化により予断を許さない状況が続くものと予想されます。 
このような情勢の中で、当社グループは創業 125 周年を迎える本年度を最終年度とする、中期経 

営計画「チャレンジ 1(ワン)・2(ツー)・5(ファイブ) 」の基本方針である「適正な利益を安定的に 
あげ続ける体質の構築」を進めるために、次の重点課題に取り組んでまいります。 
① 当社が 120 年余りの歴史の中で培ってきた技術と革新的な技術導入による新製品開発 
・平成 19 年度に上市したエコキュートの販売及び生産体制の確立をはかりシステムとしての拡販 
を図って行きます。 

・環境をキーワードとした新製品の開発と販売体制の整備を進めて行きます。 
・サーモデバイス事業は液晶パネル製造用熱処理炉のコストダウンを図るともに、熱技術を生か 
せる新市場への参入を進め、事業の長期安定化を進めて行きます。 

② 事業の選択と戦力の集中による利益の確保 
・製品群ごとの採算管理責任の明確化と迅速な意思決定を図るために、従来の環境空調事業部を 
「熱源ＢＵ」・「空調ＢＵ」に分けサーモデバイス事業部を「サーモデバイスＢＵ」とするビ 
ジネスユニット(ＢＵ)制を導入しました。 

・工事事業部を独立採算の徹底と迅速な意思決定を行ない、事業環境変化への即応力を高めるた 
めに、「工事カンパニー」へと改めました。 

・ 平成 19 年度に創設された新製品の開発と販売体制の整備を専任で行なう「ソリューション部」 
に残さ処理設備事業を取り込み開発戦略の見直しを図ります。 

さらに中期経営計画を推進していく上での基盤である内部統制システムの構築やコンプライアン 
ス体制の定着を進め、これからも「信頼され選択される企業集団」となりうるよう、全力をつくし
業績向上へ邁進していく所存であります。 
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連 結 貸 借 対 照 表

前連結会計年度 当連結会計年度

科   　   目 (平成１９年３月３１日) (平成２０年３月３１日)

金    額 構成比 金    額 構成比

[ 資 産 の 部 ]          百万円         ％          百万円         ％ 

 流  動  資  産   １０,０７８   ５５.５   １０,３４８   ５８.８       ２７０

現 金 及 び 預 金   ２,４６０   ２,３０２     △１５７

受取手形及び売掛金等   ５,６３７   ５,７４７       １０９

た な 卸 資 産   １,７３３   ２,０４９       ３１５

繰 延 税 金 資 産        １６５        １１０       △５５

そ の 他      　 ９０      １４７         ５７

貸 倒 引 当 金    △８    △８           ０

 固  定  資  産   ８,０８９   ４４.５   ７,２５６   ４１.２     △８３２

（有 形 固 定 資 産） ( ３,６６８ ） ( ２０.２ ) ( ３,７６２ ） ( ２１.４ ) (　   ９３)

建 物 及 び 構 築 物   １,２９５   １,３２６         ３０

機械装置及び運搬具      ４８７      ５９７       １１０

土 地   １,６８８   １,６８８         △０

建 設 仮 勘 定      　 ４５      　 ２２       △２２

そ の 他      １５１      １２８       △２３

(無 形 固 定 資 産) (      １００ ) ( 　０.５ ) (        ９４ ) ( 　０.５ )(　 　  △５)

(　　　　　　     ) ( ４,３２０ ) ( ２３.８ ) ( ３,３９９ ) ( １９.３ )(　 △９２０)

投 資 有 価 証 券   ３,３８９   １,９７５  △１,４１３

長 期 貸 付 金 １２ ８         △４

繰 延 税 金 資 産 ２６１ ７８０       ５１９

そ の 他 ７１６ ６９８       △１７

貸 倒 引 当 金  △５９  △６３         △４

資 産 の 部 合 計 １８,１６８ １００.０ １７,６０５ １００.０     △５６２

　4.　連 結 財 務 諸 表 等

増　減

(△印 減)

投資その他の資産
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前連結会計年度 当連結会計年度

科   　   目 (平成１９年３月３１日) (平成２０年３月３１日)

金    額 構成比 金    額 構成比

[ 負 債 の 部 ]         百万円         ％         百万円         ％ 

 流  動  負  債 ９,３７６   ５１.６ ８,９６２   ５０.９     △４１３

支払手形及び買掛金等   ３,１１１   ３,８６５ ７５４

短 期 借 入 金   ４,８２４   ４,１２１     △７０３

未 払 費 用      ５１８ ４８６ △３２

未 払 法 人 税 等        ９９ ４９ △５０

製品補修対策引当金        １１０ －     △１１０

設 備 支 払 手 形 － １０４ １０４

そ の 他      ７１２      ３３５     △３７６

 固  定  負  債   ２,９２９   １６.１   ３,５８６   ２０.４ ６５６

長 期 借 入 金      ８５２   １,５３０ ６７７

退 職 給 付 引 当 金   １,５３２   １,５１５ △１７

役員退職慰労引当金      １０２ －     △１０２

長 期 未 払 金 －      １００ １００

そ の 他      ４４２      ４４０ △２

負 債 の 部 合 計 １２,３０６   ６７.７ １２,５４８   ７１.３ ２４２

　[ 純 資 産 の 部 ]

 株  主  資  本   ４,９１５   ２７.１   ４,９３１   ２８.０ １５

資    本    金   １,６４１   ９.０   １,６４１   ９.３ －

資 本 剰 余 金 １,９９４   １１.０ １,９９４   １１.３ －

利 益 剰 余 金 １,２９９   ７.２ １,３１７   ７.５ １８

自  己  株  式 △１９   △０.１ △２２   △０.１ △２

 評価・換算差額等      ９４６   ５.２      １２５   ０.７     △８２０

     ９１５   ５.０      １０２   ０.６     △８１３

       ３０   ０.２        ２２   ０.１ △７

純 資 産 の部合計   ５,８６１   ３２.３   ５,０５６   ２８.７     △８０５

負債及び純資産の部合計 １８,１６８ １００.０ １７,６０５ １００.０     △５６２

増　減

(△印 減)

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定
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連 結 損 益 計 算 書

前連結会計年度 当連結会計年度

平成１８年４月　１日から 平成１９年４月　１日から 増　減

平成１９年３月３１日まで 平成２０年３月３１日まで (△印 減)

金   額 百 分 比 金   額 百 分 比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

１３,８５５  １００.０ １４,５２０  １００.０ ６６５

１１,５５５ ８３.４ １１,６４４ ８０.２ ８８

２,２９９ １６.６ ２,８７６ １９.８ ５７６

販売費及び一般管理費 ２,９５８ ２１.４ ２,７３９ １８.９ △２１９

△６５９ △４.８ １３７ ０.９ ７９６

１１９ ０.９ １２３ ０.９ ４

４２ ５０ ８

１５ １９ ４

６２ ５２ △９

１２７ ０.９ １４５ １.０ １７

１０３ １１４ １１

２４ ３０ ５

△６６７ △４.８ １１６ ０.８ ７８３

１,０８１ ７.８ １４９ １.０ △９３２

１,０００ ６ △９９４

８１ １４３ ６１

２７５ ２.０ ８３ ０.６ △１９２

１１０ ８３ △２６

８０ － △８０

６ － △６

２７ － △２７

２０ － △２０

１５ － △１５

３ － △３

５ － △５

５ － △５

２ － △２

税金等調整前当期純利益 １３９ １.０ １８２ １.２ ４２

法人税､住民税及び事業税 １１７ ０.９ ５９ ０.４ △５７

法 人 税 等 調 整 額 △１０ △０.１ ７７ ０.５ ８７

３２ ０.２ ４４ ０.３ １２

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息 ･配当金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

そ の 他

そ の 他

特 別 利 益

科 目

特 別 損 失

( ) )(

持分法による投資利益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

た な 卸 資 産 評 価 損

た な 卸 資 産 廃 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

事 業 撤 退 損 失

製 品 補 修 対 策 損 失

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損
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連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日) (単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
平成18年3月31日残高 1,641 1,994 1,311 △ 14 4,933
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △ 44 △ 44
　当期純利益 32 32
　自己株式の取得 △ 5 △ 5

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 - - △ 12 △ 5 △ 17
平成19年3月31日残高 1,641 1,994 1,299 △ 19 4,915

評価・換算差額等

純資産合計

平成18年3月31日残高           1,059              20          1,079 6,012
連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 44
　当期純利益 32
　自己株式の取得 △ 5

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

          △143               9          △133 △ 133

連結会計年度中の変動額合計           △143               9          △133 △ 150
平成19年3月31日残高             915              30            946 5,861

当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日) (単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
平成19年3月31日残高 1,641 1,994 1,299 △ 19 4,915
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △ 26 △ 26
　当期純利益 44 44
　自己株式の取得 △ 2 △ 2

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 - - 18 △ 2 15
平成20年3月31日残高 1,641 1,994 1,317 △ 22 4,931

評価・換算差額等

純資産合計

平成19年3月31日残高             915              30            946 5,861
連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 26
　当期純利益 44
　自己株式の取得 △ 2

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

          △813             △7          △820 △ 820

連結会計年度中の変動額合計           △813             △7          △820 △ 805
平成20年3月31日残高             102              22            125 5,056

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価･換算差額
等合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価･換算差額
等合計
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連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

科　　　　　　　目 自 平成18年4月 1日 自 平成19年4月 1日
至 平成19年3月31日 至 平成20年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 １３９ １８２
減価償却費 ２２８ ２５３
減損損失 ２７ －
貸倒引当金の増減額 １３ ４
製品補修対策引当金の増減額 １１０ △１１０
退職給付引当金の増減額 △１０ △１７
役員退職慰労引当金の増減額 △３０ △１０２
受取利息及び受取配当金 △４２ △５０
支払利息 １０３ １１４
持分法による投資損益 △１５ △１９
固定資産売却益 △１,０００ △６
固定資産除却損 ２０ －
投資有価証券売却益 △８１ △１４３
投資有価証券評価損 ５ －
投資有価証券売却損 ３ －
ゴルフ会員権評価損 ２ －
売上債権の増減額 ７９１ △１１２
たな卸資産の増減額 ３９２ △３１５
仕入債務の増減額 △８６５ ７５４
その他資産・負債の増減額 △１４４ △３４４
そ　の　他 ２ ４
　　　　小　　　　 計 △３４９ ９２
利息及び配当金の受取額 ７７ ５０
利息の支払額 △１０２ △１１５
法人税等の支払額 △８４ △９７

　営業活動によるキャッシュ・フロー △４５９ △７０
投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出 △２６ △１
投資有価証券の売却による収入 １０９ ２１８
有形・無形固定資産の取得による支出 △１２４ △２３９
有形・無形固定資産の売却による収入 １,０１４ ３
貸付けによる支出 － △１
貸付金の回収による収入 ２６ ６
その他の投資の取得による支出 △３１ △３３
その他の投資の売却等による収入 ２９ １６

　投資活動によるキャッシュ・フロー ９９６ △３１
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 △４０３ △３
長期借入れによる収入 ５００ ８００
長期借入金の返済による支出 △１２２ △８２２
配当金の支払額 △４４ △２６
そ　の　他 △５ △２

　財務活動によるキャッシュ・フロー △７６ △５５
　現金及び現金同等物の増減額 ４６０ △１５７
　現金及び現金同等物の期首残高 １,９９９ ２,４６０
　現金及び現金同等物の期末残高 ２,４６０ ２,３０２

連結貸借対照表の現金及び預金残高とキャッシュ・フロー計算書の現金及び現金同等物期末残高との調整

現金及び預金 ２,４６０ ２,３０２

現金及び現金同等物 ２,４６０ ２,３０２

)( )(
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項
      すべての子会社を連結しております｡

４ 社
                 北海道昭和鉄工（株）
                 朝日テック（株）
                 昭和ネオス（株）
                 昭和トータルサービス（株）

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項
      持分法適用関連会社は､大連氷山空調設備有限公司１社
    であります｡
      持分法を適用していない関連会社１社（㈱クリーンサ
    ポート）については､当期純損益（持分に見合う額）及び
    利益剰余金（持分に見合う額）等からみて､持分法の対象
    から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり､持
    分法の適用範囲から除外しております｡

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております｡

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法
     （イ）有価証券      （イ）有価証券
           その他有価証券            その他有価証券
             時価のあるもの              時価のあるもの
               期末日の市場価格等に基づく時価法によっ
　　　　　　 ております｡（評価差額は全部純資産直入法に
             より処理し､売却原価は移動平均法により算定
             しております。）
             時価のないもの               時価のないもの
               移動平均法による原価法によっております｡
     （ロ）たな卸資産      （ロ）たな卸資産
           製品、商品及び仕掛品は主として総平均法による
         原価法によっております。
           原材料は移動平均法による原価法によっておりま
         す｡
           未成工事支出金は個別法による原価法によってお
         ります｡
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
     （イ）有形固定資産      （イ）有形固定資産
           主として定率法によっております｡主な耐用年数
         は､建物及び構築物（3年～50年）、機械装置及び運
         搬具(4年～12年）であります｡

      （会計処理の変更）
           法人税法の改正に伴い､当連結会計年度から､平成
         19年4月1日以降に取得した有形固定資産については､
         改正後の法人税法に定める償却方法に変更しており
         ます。
           これによる損益に与える影響額は軽微であります｡
           なお､セグメント情報に与える影響については､当
          該箇所に記載しております。
      （追加情報）
           当連結会計年度から、平成19年3月31日以前に取
         得した有形固定資産については、改正前の法人税法
         に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の5％
         に到達した連結会計年度の翌連結会計年度から、取
         得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年間にわ
         たり均等償却し、減価償却費に含めて計上しており
         ます。
         　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整
　　　　 前当期純利益はそれぞれ34百万円減少しております。
           なお、セグメント情報に与える影響については、
         当該箇所に記載しております。

     （ロ）無形固定資産      （ロ）無形固定資産
           定額法によっております｡

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

前連結会計年度 当連結会計年度
平成18年4月 1日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

平成19年4月 1日から

同　　左

同　　左

同　　左

連結子会社の数
連結子会社の名称

( ) ( )
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（３）重要な引当金の計上基準 （３）重要な引当金の計上基準

     （イ）貸倒引当金      （イ）貸倒引当金

　　　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権

         については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定

         の債権については個別に回収可能性を検討し､回収

         不能見込額を計上しております。

     （ロ）製品補修対策引当金

           過去の売上製品の一部について､今後無償の点検

         修理を見込んでおり､必要と認められる額を計上し

         ております。

        (追加情報）

           この引当金は特定の製品に不具合が判明したこと

         に伴い､当連結会計年度から計上しております。

           これにより､税金等調整前当期純利益は､110百万

         円減少しております。

     （ハ）退職給付引当金      （ハ）退職給付引当金

           従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

         末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

         づき､当連結会計年度末において発生していると認

         められる額を計上しております｡

           数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

         おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

         (10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発

         生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

         ります｡

     （二）役員退職慰労引当金

           役員の退職慰労金の支出に備えるため､役員退職慰

         労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

（４）重要なリース取引の処理方法 （４）重要なリース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

    以外のファイナンス・リース取引については､通常の賃貸

    借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 （５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

      消費税等の会計処理       消費税等の会計処理

        消費税及び地方消費税の会計処理は､税抜方式によっ         消費税及び地方消費税の会計処理は､税抜方式によっ

      ております。       ております。

        なお､控除対象外消費税等は当連結会計年度の期間費

      用としております｡

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

      連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評価法

    によっております｡

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 ６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　判断し、20年以内の合理的な年数で規則的に償却すること

　　とし、金額に重要性が乏しい場合には、発生した期に全額

　　償却しております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

      連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

    び現金同等物）は、手許資金､随時引き出し可能な預金及

    び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

    なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の

    到来する短期投資からなっております。

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左      のれん及び負ののれんの償却については、個別案件毎に

同　　左

前連結会計年度 当連結会計年度
平成18年4月 1日から 平成19年4月 1日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

同　　左

( ) ( )
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　　当連結会計年度から｢貸借対照表の純資産の部の表示に

  関する会計基準｣（企業会計基準委員会 平成17年12月9日

  企業会計基準第5号）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示

  に関する会計基準等の適用指針｣（企業会計基準委員会 平

  成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用して

  おります｡

　　これによる損益に与える影響はありません｡

　　なお､従来の｢資本の部｣の合計に相当する金額は5,861百

  万円であります｡

　  連結財務諸表等規則の改正により、当連結会計年度にお

　ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表等規則により

　作成しております｡

追加情報

　　当社は、従来役員の退職慰労金の支出に備えるため、

  役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を引当計上し

  ておりましたが、平成19年4月25日開催の取締役会におい

  て、役員退職慰労金制度を第85回定時株主総会（平成19年

  6月27日開催）の終結の時をもって廃止することを決議し、

  同総会において、各役員の就任時から同総会終結時までの

  退職慰労金を退任時に打ち切り支給することを決議いたし

  ました｡同日現在の役員退職慰労引当金残高100百万円につ

  いては固定負債の｢長期未払金｣に振替計上しております｡

平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

前連結会計年度 当連結会計年度
平成18年4月 1日から 平成19年4月 1日から

平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

前連結会計年度 当連結会計年度

平成18年4月 1日から 平成19年4月 1日から

( ) ( )

( ) ( )
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連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

１．有形固定資産減価償却累計額 7,107 百万円 １．有形固定資産減価償却累計額 7,310 百万円

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産 

296 百万円 336 百万円

410 百万円 393 百万円

9 百万円 7 百万円

552 百万円 552 百万円

923 百万円 503 百万円

                計 2,191 百万円                 計 1,793 百万円

３．投資有価証券には､貸付投資有価証券 370百万円が

   含まれております｡また､当該貸付取引の担保金297

   百万円を預り金に計上しております｡

４．偶発債務   ４．偶発債務   

    受取手形裏書譲渡高  17 百万円     受取手形割引高   45 百万円
    受取手形裏書譲渡高  18 百万円

５．連結会計年度末日満期手形の会計処理   

      当連結会計年度の末日は金融機関の休日にあたりま

    すが、同日満期の手形は手形期日に決済されたものと

　　して処理しており、その金額は次のとおりであります。

　　受取手形 261 百万円
　　支払手形 91 百万円

(連結株主資本等変動計算書関係)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 発行済株式

   普通株式

合計

 自己株式

   普通株式 (注)     

合計

 (注)自己株式の株式数の増加は､単元未満株式の買取りによる増加であります｡

２．配当に関する事項

(１)配当金支払額

  平成18年6月29日

  定時株主総会

(２)基準日が当連会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

  平成19年6月27日

  定時株主総会

 前連結会計年度（自平成18年4月 1日 至平成19年3月31日）

前連結会計年度

(平成19年3月31日)

当連結会計年度

(平成20年3月31日)

          －          　        79  

                  8,970                     －                      －                 8,970  

                  8,970                     －                      －                 8,970  

決議 株式の種類
   配当金の総額       １株当たり

      基準日          効力発生日
     (百万円)          配当額(円)  

普通株式               44              5.00   平成18年3月31日   平成18年6月29日

    前連結会計年度末        当連結会計年度   　　　当連結会計年度   　  　当連結会計年度末  

    株式数 (千株)           増加株式数 (千株)    　減少株式数 (千株)  　　株式数 (千株)  

                     63                     15                      －          　        79  

                     63                     15            

決議
   配当金の総額       １株当たり

      基準日          効力発生日
     (百万円)          配当額(円)  

              26              3.00   平成19年3月31日   平成19年6月28日

株式の種類

普通株式

配当の原資

利益剰余金

受取手形及び売掛金等

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券

受取手形及び売掛金等

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券
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１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 発行済株式

   普通株式

合計

 自己株式

   普通株式 (注)     

合計

 (注)自己株式の株式数の増加は､単元未満株式の買取りによる増加であります｡

２．配当に関する事項

(１)配当金支払額

  平成19年6月27日

  定時株主総会

(２)基準日が当連会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

  平成20年6月26日

  定時株主総会

 当連結会計年度（自平成19年4月 1日 至平成20年3月31日）

          －          　        89 

                  8,970                     －                      －                 8,970  

                  8,970                     －                      －                 8,970  

決議 株式の種類
   配当金の総額       １株当たり

      基準日          効力発生日
     (百万円)          配当額(円)  

普通株式               26              3.00   平成19年3月31日   平成19年6月28日

    前連結会計年度末        当連結会計年度   　　　当連結会計年度   　  　当連結会計年度末  

    株式数 (千株)           増加株式数 (千株)    　減少株式数 (千株)  　　株式数 (千株)  

                     79                     10                      －          　        89 

                     79                     10            

決議
   配当金の総額       １株当たり

      基準日          効力発生日
     (百万円)          配当額(円)  

              26              3.00   平成20年3月31日   平成20年6月27日

株式の種類

普通株式

配当の原資

利益剰余金
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生産、受注及び販売の状況

１．生 産 実 績

(単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１９年４月　１日
至　平成１９年３月３１日 至　平成２０年３月３１日

空 調 関 連 事 業              5,840              5,636

サーモデバイス事業              2,215              2,035

そ の 他 の 事 業              2,277              3,086

合　　　計             10,333             10,758

２．受 注 状 況

(単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１９年４月　１日
至　平成１９年３月３１日 至　平成２０年３月３１日

受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高

空 調 関 連 事 業        　8,116          　947        　8,277        　1,058

サーモデバイス事業         　 483              1        　4,843        　2,601

そ の 他 の 事 業          3,797          1,183          3,613         　 686

合　　　計         12,397          2,132         16,734          4,346

３．販 売 実 績

(単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

事 業 区 分 自　平成１８年４月　１日 自　平成１９年４月　１日
至　平成１９年３月３１日 至　平成２０年３月３１日

空 調 関 連 事 業             　8,132             　8,166

サーモデバイス事業               2,277               2,243

そ の 他 の 事 業               3,445               4,110

合　　　計              13,855              14,520

(

(

)

)

事 業 区 分 (

(

)

)( )

( )事 業 区 分 ( )

(

((

(

(

(

(((
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セグメント情報

１． 事業の種類別セグメント情報 (単位:百万円)

　自  平成１８年 ４月  １日

　至  平成１９年 ３月３１日

空調関連 ｻｰﾓﾃﾞﾊﾞｲｽ その他の 消    去

事　　業 事    業 事　　業 又は全社

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売     上     高

 (1) 外部顧客に対する売上高 8,132 2,277 3,445 13,855 　　　－ 13,855

 (2) セグメント間の内部売上高又は 223 　　　－ 141 365 (365) 　　　－

     振替高

計 8,356 2,277 3,587 14,221 (365) 13,855

    営   業   費   用 8,443 2,724 3,740 14,908 (394) 14,514

    営業利益又は営業損失(△) △ 87 △ 447 △ 153 △ 687 28 △ 659

Ⅱ  資産､減価償却費及び資本的支出

    資             産 5,730 1,867 4,066 11,664 6,503 18,168

    減  価  償  却  費 104 63 59 228 　　　－ 228

    資  本  的  支  出 28 45 50 124 　　　－ 124

(単位:百万円)

　自  平成１９年 ４月  １日

　至  平成２０年 ３月３１日

空調関連 ｻｰﾓﾃﾞﾊﾞｲｽ その他の 消    去

事　　業 事    業 事　　業 又は全社

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売     上     高

 (1) 外部顧客に対する売上高 8,166 2,243 4,110 14,520 　　　－ 14,520

 (2) セグメント間の内部売上高又は 252 　　　－ 166 418 (418) 　　　－

     振替高

計 8,418 2,243 4,276 14,939 (418) 14,520

    営   業   費   用 8,373 2,229 4,223 14,827 (444) 14,383

    営　業　利　益 44 14 53 111 25 137

Ⅱ  資産､減価償却費及び資本的支出

    資             産 5,742 2,158 4,306 12,207 5,397 17,605

    減  価  償  却  費 117 58 77 253 　　　－ 253

    資  本  的  支  出 41 14 288 344 　　　－ 344

(注) １．事業区分は内部管理上使用している区分によっております。

　   ２．各事業の主な製品

　     ◎               ------ ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ､ｴｱﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ､ﾎﾞｲﾗｰ､ﾊﾞｰﾅｰ､循環温浴器､空気清浄

　     　　　　　　　　　　    機等

　     ◎               ------ 液晶表示装置(LCD)製造用の熱処理炉等

　     ◎               ------ 景観製品､残さ処理設備､空調設備工事､各種鋳物製品等

計 連

( )
結

前 連 結 会 計 年 度

計

(
連 結

当 連 結 会 計 年 度 )

ｻｰﾓﾃﾞﾊﾞｲｽ事業

その他の事業

空調関連事業
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　   ３．会計処理の変更

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項｣に記載のとおり､法人税法の改正に

     伴い､当連結会計年度から､平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については､改

     正後の法人税法に定める償却方法に変更しております｡これによる各セグメントの損益

     に与える影響額は軽微であります｡

　   ４．追加情報

     重要な減価償却資産の減価償却の方法

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項｣に記載のとおり､当連結会計年度か

     ら､平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については､改正前の法人税法に基づ

　　 く減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年

　　 度から､取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し､減価償

　　 却費に含めて計上しております。これにより､従来の方法によった場合と比べて、減価

　　 償却費は、空調関連事業が19百万円、サーモデバイス事業が1百万円、その他の事業が

　　 13百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

２． 所在地別セグメント情報

　　 前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）及び当連結会計年度(自　

　　 19年4月1日　至　平成20年3月31日)
　　   全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割

　　 合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

　　 す。

３． 海外売上高

    前連結会計年度（自平成18年4月 1日至平成19年3月31日） (単位:百万円)

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 1,955 1,955

Ⅱ 連結売上高 13,855

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 14.1% 14.1%

    当連結会計年度（自平成19年4月 1日至平成20年3月31日） (単位:百万円)

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 2,201 2,201

Ⅱ 連結売上高 14,520

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 15.2% 15.2%

（注）１. 国又は地域は､地理的近接度により区分しております｡

      ２. 区分に属する主な国又は地域

          アジア ‥‥‥中国、台湾、韓国

      ３. 海外売上高は､当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であり

          ます｡
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 (１株当たり情報)

 １株当たり純資産額       659.33円  １株当たり純資産額       569.39円

 １株当たり当期純利益金額         3.65円  １株当たり当期純利益金額         5.04円

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

 ついては、潜在株式が存在しないため記載をしており

 ません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は､以下のとおりであります｡

 当期純利益（百万円） 32 44

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 32 44

 普通株式の期中平均株式数（株） 8,901,421 8,886,033

（重要な後発事象）
　　前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）及び当連結会計年度（自　平成

　19年4月1日　至　平成20年3月31日)

　　  該当事項はありません。

（開示の省略）
　　リース取引､税効果会計､退職給付､有価証券､デリバティブ取引､関連当事者との取引に関する注

　記事項については､決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略して

　おります｡

　自  平成１８年 ４月  １日

　至  平成１９年 ３月３１日

　自  平成１９年 ４月  １日

　至  平成２０年 ３月３１日

同左

前連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度

　自  平成１８年 ４月  １日

　至  平成１９年 ３月３１日

　自  平成１９年 ４月  １日

　至  平成２０年 ３月３１日

当連結会計年度

( ) ( )

( ) ( )
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貸 借 対 照 表

　科   　   目 (平成１９年３月３１日) (平成２０年３月３１日)

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 (△印 減)

[ 資  産  の  部 ] 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

 流  動  資  産    ９,２９３   ５４.７    ９,５２６   ５８.２     　２３２

現 金 及 び 預 金    ２,１６５    １,９７９  　 △１８６

受 取 手 形    １,７３２    ２,０８３     　３５１

売 掛 金    ３,５４７    ３,２５４  　 △２９２

製 品    　 ２５８    　 ３０８  　     ５０

原 材 料       ４２０       ４３７  　     １７

仕 掛 品       ７７４    １,０６６     　２９２

未 成 工 事 支 出 金         ６７         １７    　 △５０

前 払 費 用         １４         １４  　   　　０

繰 延 税 金 資 産       １３３         ８４    　 △４８

そ の 他       １８６       ３１１     　１２５

貸 倒 引 当 金         △５       △３１    　 △２５

 固  定  資  産    ７,６８８   ４５.３    ６,８３７   ４１.８  　 △８５１

( 　　　　　　　　 ) (  ３,１９０) ( １８.８) (  ３,３０１) ( ２０.２) (     １１１)

建 物       ９９９    １,０３１    　   ３２

構 築 物         ４９         ５４  　   　　４

機 械 及 び 装 置       ４５９       ５７１     　１１１

車 輌 運 搬 具         　４         　６  　   　　２

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品       １４６       １２２    　 △２４

土 地    １,４９２    １,４９２    　   △０

建 設 仮 勘 定         ３７         ２２    　 △１５

( 　　　　　　　　 ) (       ９９) (   ０.６) (       ８９) (   ０.５) ( 　　　△９)

( 投資その他の資産 ) (  ４,３９９) ( ２５.９) (  ３,４４６) ( ２１.１) (   △９５２)

投 資 有 価 証 券    ３,３６７    １,９６５  △１,４０１

関係会社株式･出資金       ４０４       ３５４    　 △５０

長 期 貸 付 金       　１２         　８  　   　△４

繰 延 税 金 資 産       ２５６       ７７１     　５１５

そ の 他       ４１３       ４０６  　   　△７

貸 倒 引 当 金   △    ５４   △    ５９  　   　△４

資 産 の 部 合 計  １６,９８２ １００.０  １６,３６３ １００.０  　 △６１８

前事業年度 当事業年度

　5.　財 務 諸 表 等

増 減

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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　科   　   目 (平成１９年３月３１日) (平成２０年３月３１日)

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 (△印 減)

[ 負  債  の  部 ] 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

 流  動  負  債  　８,６４７   ５０.９  　８,２１１   ５０.２     　△４３６

支 払 手 形    １,４６０    ２,００９     　５４８

買 掛 金    １,１２８    １,３１７     　１８９

短 期 借 入 金    ４,７５０    ４,０５０     　△７００

未 払 金       　３０       　３１     　  ０

未 払 費 用       ４２９       ４１４     　△１５

未 払 法 人 税 等       　９０       　１７     　△７２

前 受 金         ８５           ４     　△８１

預 り 金       ５６１       ２６３     　△２９８

製品補修対策引当金       １１０ 　　　　　－     　△１１０

設 備 支 払 手 形 　　　　　－       １０４     　１０４

 固  定  負  債    ２,６７６   １５.８    ３,３５５   ２０.５     　６７９

長 期 借 入 金       ６００    １,３００     　７００

預 り 保 証 金       ４４２       ４４０  　   　　△２

退 職 給 付 引 当 金    １,５３１    １,５１４     　  △１７

役員退職慰労引当金       １０２ 　　　　　－     　△１０２

長 期 未 払 金 　　　　　－       １００     　１００

負 債 の 部 合 計  １１,３２３   ６６.７  １１,５６７   ７０.７     　２４３

[ 純 資 産 の 部 ]

 株  主  資  本       ４,７４４   ２７.９    ４,６９４   ２８.７     　  △４９

  資    本    金    １,６４１    １,６４１ 　　　　　－

  資 本 剰 余 金    １,９９４    １,９９４ 　　　　　－

  利 益 剰 余 金    １,１２８    １,０８１     　  △４６

  自  己  株  式       △１９       △２２  　   　　△２

 評価・換算差額等       ９１４     ５.４       １０２     ０.６     　△８１１

  その他有価証券評価差額金       ９１４       １０２     　△８１１

純 資 産 の 部 合 計    ５,６５８   ３３.３    ４,７９６   ２９.３     　△８６１

 １６,９８２ １００.０  １６,３６３ １００.０     　△６１８

前事業年度 当事業年度
増 減

負債及び純資産の部合計

- 22 -



損 益 計 算 書

平成１８年４月  １日から 平成１９年４月  １日から 増    減

平成１９年３月３１日まで 平成２０年３月３１日まで (△印 減)

金    額 百 分 比 金    額 百 分 比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

 １１,６７４  １００.０  １２,０９８  １００.０       ４２３

 １０,６３２    ９１.１  １０,４１０    ８６.０  　 △２２２

   １,０４２      ８.９    １,６８７    １４.０  　   ６４５

販売費及び一般管理費    １,７２９    １４.８    １,５９２    １３.２  　 △１３６

 　 △６８７    △５.９  　     ９５      ０.８  　   ７８２

      １５６      １.３       １３８      １.１     　△１７

        ７４         ７４     　  △０

        ８１         ６３     　△１７

      １４０      １.２       １５５      １.３       　１４

        ９４       １０５       　１０

        ４５         ４９     　    ３

 　 △６７１    △５.８         ７７      ０.６  　   ７４９

特 別 利 益    １,０８１      ９.３       １４９      １.２  　 △９３２

   １,０００       　  ６  　 △９９４

        ８１       １４３       　６１

特 別 損 失       ２６９      ２.３       １５９      １.３  　 △１０９

      １１０       　８３     　△２６

　　　　　－       　５０       　５０

      　８０ 　　　　　－     　△８０

      　  ６ 　　　　　－     　  △６

      　２７ 　　　　　－       △２７

      　２０ 　　　　　－       △２０

      　１５ 　　　　　－       △１５

      　  ３ 　　　　　－     　  △３

      　  ５ 　　　　　－     　  △５

      　  １       　２６       　２４

      １４０      １.２         ６７      ０.５     　△７３

      　９０      ０.８         １４      ０.１     　△７５

      　△７    △０.１       　７３      ０.６     　  ８０

 　　 　５８      ０.５  　　 △２０    △０.２     　△７８

前事業年度 当事業年度

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息・配当金

雑 収 入

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

税引前当期純利益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

( )科 目 ( )

法人税､住民税及び事業税

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

売 上 総 利 益

支 払 利 息

投資有価証券評価損

固 定 資 産 売 却 益

た な 卸 資 産 評 価 損

投資有価証券売却益

製 品 補 修 対 策 損 失

た な 卸 資 産 廃 却 損

減 損 損 失

固 定 資 産 除 却 損

事 業 撤 退 損 失

投資有価証券売却損

関係会社株式評価損
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株主資本等変動計算書

前事業年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日) (単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
平成18年3月31日残高 1,641 1,994 1,114 △ 14 4,735
事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △ 44 △ 44
　当期純利益 58 58
　自己株式の取得 △ 5 △ 5

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - - 13 △ 5 8
平成19年3月31日残高 1,641 1,994 1,128 △ 19 4,744

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価･換算差額等合計

平成18年3月31日残高 1,055 1,055 5,791
事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 44
　当期純利益 58
　自己株式の取得 △ 5

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額)

△ 141 △ 141 △ 141

事業年度中の変動額合計 △ 141 △ 141 △ 133
平成19年3月31日残高 914 914 5,658

当事業年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日) (単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
平成19年3月31日残高 1,641 1,994 1,128 △ 19 4,744
事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △ 26 △ 26
　当期純損失 △ 20 △ 20
　自己株式の取得 △ 2 △ 2

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - - △ 46 △ 2 △ 49
平成20年3月31日残高 1,641 1,994 1,081 △ 22 4,694

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価･換算差額等合計

平成19年3月31日残高 914 914 5,658
事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 26
　当期純損失 △ 20
　自己株式の取得 △ 2

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額)

△ 811 △ 811 △ 811

事業年度中の変動額合計 △ 811 △ 811 △ 861
平成20年3月31日残高 102 102 4,796
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重要な会計方針

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 １．重要な資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券 （１）有価証券
      子会社株式及び関連会社株式       子会社株式及び関連会社株式
         移動平均法による原価法によっております。
      その他有価証券       その他有価証券
        時価のあるもの         時価のあるもの
          期末日の市場価格等に基づく時価法によっておりま
　　     す｡（評価差額は全部純資産直入法により処理し､売
         却原価は移動平均法により算定しております。）
        時価のないもの         時価のないもの
          移動平均法による原価法によっております｡
（２）たな卸資産 （２）たな卸資産

　　ております｡
      原材料は移動平均法による原価法によっております｡
      未成工事支出金は個別法による原価法によっておりま
    す｡

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 ２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産 （１）有形固定資産
      定率法によっております。但し、平成10年4月1日以降
    に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定
    額法を採用しております｡主な耐用年数は、建物(3年～
    50年)、機械及び装置(12年）であります｡

   （会計処理の変更）
       法人税法の改正に伴い､当事業年度から､平成19年4月
     1日以降に取得した有形固定資産については､改正後の法
     人税法に定める償却方法に変更しております。
        これによる損益に与える影響額は軽微であります｡
   （追加情報）
       当事業年度から、平成19年3月31日以前に取得した有
     形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価
     償却の方法の適用により取得価額の5％に到達した事業
　　 年度の翌事業年度から、取得価額の5％相当額と備忘価
　　 額との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に
　　 含めて計上しております。
       これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利
　　 益はそれぞれ32百万円減少しております。

（２）無形固定資産 （２）無形固定資産
      定額法によっております。

３．重要な引当金の計上基準 ３．重要な引当金の計上基準
（１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権につい
    ては貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権につい
    ては個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上し
    ております｡
（２）製品補修対策引当金
      過去の売上製品の一部について､今後無償の点検修理を
    見込んでおり､必要と認められる額を計上しております。
    (追加情報）
       この引当金は特定の製品に不具合が判明したことに伴
     い､当事業年度から計上しております。
       これにより､税引前当期純利益は､110百万円減少してお
     ります。
（３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金
      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
    退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき､当事業年度
    末において発生していると認められる額を計上しており
    ます｡
      数理計算上の差異は､各事業年度の発生時における従業
    員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定
    額法に按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
    処理することとしております｡

同　　左

同　　左

前事業年度 当事業年度
平成18年4月 1日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

平成19年4月 1日から

同　　左

同　　左

同　　左  　  製品及び仕掛品は主として総平均法による原価法によっ

同　　左

同　　左

同　　左

( ) ( )
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（４）役員退職慰労引当金
      役員の退職慰労金の支出に備えるため､役員退職慰労金
    規程に基づく期末要支給額を計上しております。

４．重要なリース取引の処理方法 ４．重要なリース取引の処理方法
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
　外のファイナンス・リース取引については､通常の賃貸借取
  引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理 ５．消費税等の会計処理
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
　ります。 　ります。
    なお､控除対象外消費税等は当事業年度の期間費用として
  おります｡

同　　左

前事業年度 当事業年度
平成18年4月 1日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

平成19年4月 1日から( ) ( )
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重要な会計処理の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　　当事業年度から｢貸借対照表の純資産の部の表示に関す

  る会計基準｣（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業

  会計基準第5号）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関

  する会計基準等の適用指針｣（企業会計基準委員会 平成17

  年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しており

  ます｡

　　これによる損益に与える影響はありません｡

　　なお､従来の｢資本の部｣の合計に相当する金額は5,658百

  万円であります｡

　　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

　諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しております｡

追加情報

　　当社は、従来役員の退職慰労金の支出に備えるため、

  役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を引当計上し

  ておりましたが、平成19年4月25日開催の取締役会におい

  て、役員退職慰労金制度を第85回定時株主総会（平成19年

  6月27日開催）の終結の時をもって廃止することを決議し、

  同総会において、各役員の就任時から同総会終結時までの

  退職慰労金を退任時に打ち切り支給することを決議いたし

  ました｡同日現在の役員退職慰労引当金残高100百万円につ

  いては固定負債の｢長期未払金｣に振替計上しております｡

平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

前事業年度 当事業年度

平成18年4月 1日から 平成19年4月 1日から

平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

前事業年度 当事業年度
平成18年4月 1日から 平成19年4月 1日から( ) ( )

( ) ( )
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財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

１．有形固定資産減価償却累計額 6,770 百万円 １．有形固定資産減価償却累計額 6,954 百万円

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産

296 百万円 336 百万円

168 百万円 158 百万円

9 百万円 7 百万円

364 百万円 364 百万円

923 百万円 503 百万円

                計 1,762 百万円                 計 1,370 百万円

３．投資有価証券には､貸付投資有価証券 370百万円が

   含まれております｡また､当該貸付取引の担保金297

   百万円を預り金に計上しております｡

４．偶発債務     ４．偶発債務     

25 百万円 22 百万円

５．事業年度末日満期手形の会計処理   

      当事業年度の末日は金融機関の休日にあたりますが、

    同日満期の手形は手形期日に決済されたものとして処理

　　しており、その金額は次のとおりであります。

　　受取手形 243 百万円

　　支払手形 17 百万円

(損益計算書関係)

１．関係会社との取引高 １．関係会社との取引高 

2,197 百万円 2,121 百万円

986 百万円 950 百万円

120 百万円 105 百万円

(株主資本等変動計算書関係)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

   普通株式 (注)     

合計

 (注)自己株式の株式数の増加は､単元未満株式の買取りによる増加であります｡

自己株式の種類及び株式数に関する事項

   普通株式 (注)     

合計

 (注)自己株式の株式数の増加は､単元未満株式の買取りによる増加であります｡

                     79                     10                      －          　        89 

 当事業年度（自平成19年4月 1日 至平成20年3月31日）

     前事業年度末        　　当事業年度   　　　　　当事業年度   　  　 　　当事業年度末  

     株式数 (千株)           増加株式数 (千株)    　減少株式数 (千株)  　　 株式数 (千株)  

                     79                     10                       －          　        89

                     63                     15                       －          　        79

                     63                     15                      －          　        79 

 前事業年度（自平成18年4月 1日 至平成19年3月31日）

     前事業年度末        　　当事業年度   　　　　　当事業年度   　  　 　　当事業年度末  

     株式数 (千株)           増加株式数 (千株)    　減少株式数 (千株)  　　 株式数 (千株)  

前事業年度 当事業年度

平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

平成18年4月 1日から 平成19年4月 1日から

前事業年度 当事業年度

(平成19年3月31日) (平成20年3月31日)

保 証 債 務 保 証 債 務

売 上 高

仕 入 高

営業取引以外の取引高

( ) ( )

売 上 高

仕 入 高

営業取引以外の取引高

保 証 債 務

( )

売 上 高

仕 入 高

営業取引以外の取引高

投 資 有 価 証 券投 資 有 価 証 券

受 取 手 形

機械装置及び運搬具

受 取 手 形

建 物 及 び 構 築 物

投 資 有 価 証 券

土 地

建 物 及 び 構 築 物

土 地

機械装置及び運搬具

受 取 手 形

投 資 有 価 証 券

建 物 及 び 構 築 物

土 地

機械装置及び運搬具

受 取 手 形

投 資 有 価 証 券

建 物 及 び 構 築 物

土 地

機械装置及び運搬具

投 資 有 価 証 券投 資 有 価 証 券

土 地

投 資 有 価 証 券

土 地
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 (１株当たり情報)

 １株当たり純資産額       636.45円  １株当たり純資産額       540.17円

 １株当たり当期純利益金額         6.54円  １株当たり当期純利益金額       △2.27円

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

 ついては、潜在株式が存在しないため記載をしており

 ません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は､以下のとおりであります｡

 当期純利益（百万円） 58 △20

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 58 △20

 普通株式の期中平均株式数（株） 8,901,421 8,886,033

（重要な後発事象）

    前事業年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）及び当事業年度（自　平成19年4月

   1日  至  平成20年3月31日）

　　  該当事項はありません。

（開示の省略）
　　リース取引､税効果会計､退職給付､有価証券､デリバティブ取引､関連当事者との取引に関する注

　記事項については､決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略して

　おります｡

　自  平成１８年 ４月  １日

　至  平成１９年 ３月３１日

　自  平成１９年 ４月  １日

　至  平成２０年 ３月３１日

同左

前事業年度

前事業年度 当事業年度

　自  平成１８年 ４月  １日

　至  平成１９年 ３月３１日

　自  平成１９年 ４月  １日

　至  平成２０年 ３月３１日

当事業年度

( ) ( )

( ) ( )
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(昭和鉄工株式会社）

役員の異動（平成２０年６月２６日付）

（１）新任取締役候補者

常務執行役員 機器・装置事業本部長 

執行役員 機器・装置事業本部副本部長 兼営

業統括部長 兼熱源BU長 兼熱源BU技術部長  

兼製造統括部長　

＜新任取締役候補者の略歴＞

       梅　川　　　 　晃（昭和２０年　２月　２日生　６３歳）

　　　　　　昭和４３年　４月 　三井金属鉱業（株）入社

　　　　　　平成１２年　６月 　神岡部品工業（株）専務取締役

　　　　　　平成１５年　６月 　三井金属九州機工（株）代表取締役社長

　　　　　　平成１９年　６月 　当社入社 顧問

　　　　　　平成１９年１０月 　顧問 機器・装置事業本部副本部長

　　　　　　平成２０年　４月 　常務執行役員 機器・装置事業本部長 （現任）

       稲　田　　宣　元（昭和２４年　３月１３日生　５９歳）

　　　　　　昭和４８年　４月 　当社入社

　　　　　　平成　６年　４月 　空調製造事業部熱源機器部長

　　　　　　平成１２年　４月 　サーモデバイス事業部長

　　　　　　平成１７年　６月 　昭和ネオス（株）代表取締役社長

　　　　　　平成１８年　４月 　当社執行役員 昭和ネオス（株）代表取締役社長 

　　　　　　平成２０年　４月 　執行役員 機器・装置事業本部副本部長 兼営業統括部長 

　兼熱源BU長 兼熱源BU技術部長 兼製造統括部長（現任）　

（２）新任監査役候補者

＜新任監査役候補者の略歴＞

       笠　置　　英　明（昭和２３年　３月１０日生　６０歳）

　　　　　　昭和４５年　４月 　太洋鋳機（株）入社

　　　　　　昭和４８年　７月 　当社入社

　　　　　　平成　９年　４月 　環境機器事業部空気環境グループ長 

　　　　　　平成１３年　４月 　執行役員 総合研究開発部長

　　　　　　平成１８年　４月 　執行役員 機器・装置事業本部副本部長

　　　　　　平成２０年　４月 　顧問（現任）

予定される新役職名 氏　　名 現在の役職名

うめかわ　　　　あきら
取締役

梅　川　　　　晃

取締役
いなだ　　　よしゆき

稲　田　　宣　元

予定される新役職名 氏　　名

顧問

現在の役職名

監査役（常勤）
かさぎ　　  ひであき

笠　置　　英　明



（３）取締役の役職変更
予定される新役職名 氏　　名 現在の役職名

取締役 兼専務執行役員          おおば    　しげき 専務取締役 兼専務執行役員

素形材・加工事業本部長 大　歯　　滋　喜 素形材・加工事業本部長

（４）退任予定監査役
予定される新役職名 氏　　名 現在の役職名

顧　問
         ふじお   　　としあき

常任監査役（常勤）
藤　尾　　俊　明

以　　　上


